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　資金不足比率
公営企業会計における資金不足額の事業規模に対する比率
　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較し
て指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す。

　資金不足額がないことから、「－」と記載している。

３　指標について
一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率
　福祉、教育、まちづくり等を行う一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政
運営の悪化の度合いを示す。

全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対す
る比率
　会計全体の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す。

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対
する比率
　村債償還金等の大きさを指標化し、資金繰りの悪化の度合いを示す。

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
　村債残高や将来負担すべき実質的な負債を指標化し、将来財政を圧迫する可
能性の度合いを示す。

会計の名称 資金不足比率（％） 経営健全化基準

　簡易水道事業特別会計

20.0

　農業集落排水事業特別会計

　漁業集落排水事業特別会計

　公共下水道事業特別会計

　国民宿舎事業特別会計

　　　令和５年度決算に基づく野田村健全化判断比率及び
　　　資金不足比率の公表について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22項第１項の規定によ
り、令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を公表します。

１　健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

　１　比率がマイナスの場合は、「－」と記載している。

　２　早期健全化基準を下段（　）内に記載している。

２　資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）


